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・淀川水系土地改良調査管理事務所
（京都市伏見区桃山町永井久太郎56）

加古川水系広域農業水利施設総合管理所
川代ダム管理所
鴨川・大川瀬ダム管理所
糀屋ダム管理所

・南近畿土地改良調査管理事務所
（奈良県吉野郡大淀町下渕388-1）

大迫ダム管理所
津風呂ダム管理所

・土地改良技術事務所
（京都市伏見区深草大亀谷大山町官有地）

・湖東平野農業水利事業所
（東近江市八日市町2-7）

湖北支所

・東条川二期農業水利事業所
（加東市社490-66）

・亀岡中部農地整備事業所
（亀岡市安町野々神31-5）

・和歌山平野農地防災事業所
（紀の川市貴志川町神戸327-1）



農業農村整備事業の概要

事業内容（規模により国営、県営、市町村・土地改良区営） 課題

１ 農地整備事業

○ 農地の大区画化・汎用化、畑地かんがい施設の整備 ○ 狭小・不整形の農地は作
業効率が悪く、担い手農家
も敬遠

○ 大区画化・汎用化により
生産コストの大幅削減と収
量の増大

２ 農業水利事業

○ 農業水利施設（ダム、堰、水路、機場等）の整備 ○ 基幹的水利施設※の３割
が耐用年数を超過

○ 点検・補修による長寿命
化の推進

３ 農地防災事業

○ 農地の湛水防止、ため池の改修、地すべり対策等 ○ 集中豪雨の多発化

○ 全国に約16万箇所あるた
め池の約７割が江戸時代以
前に築造されており、豪雨
や地震に対して脆弱

４ 農村整備事業

○ 農業集落排水施設、農道、情報通信環境等の整備
○ 農村インフラは老朽化が
進行、自然災害に脆弱

○ 再編・強靭化や管理の省
力化が必要

※受益面積100ha以上の農業水利施設

○ 農業農村整備事業は農地整備、農業水利、農地防災、農村整備で構成

農業農村整備事業の概要
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農地整備事業

○ 農業生産性を向上させるため、水田の大区画化・汎用化や畑地の整備を行い、農地を担い手に集積・集約化

スプリンクラーによる散水

事業実施前 事業実施後

水田整備のイメージ 畑地整備のイメージ

タマネギ水稲

大区画化された水田 汎用田で作付けされた野菜 傾斜の緩和と区画整理多孔管方式による散水
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農業水利事業

田・畑

(支線施設)

支線用水路

支線用水路

取水堰

幹線用水路

(基幹的施設)

幹線用水路

幹線排水路 支線排水路

田・畑

末端排水路

末端用水路

末端用水路

ダム

(末端施設)

支線用水路

末端排水路

末端用水路

排水機場
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】
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了
後

○ 農業用水の安定供給と農地の排水改良を図るため、ダム、取水堰、用排水路、用排水機場等を整備
○ 施設の規模等に応じて、国、県、市町村、土地改良区（農家団体）が分担して整備・管理
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流域開発等によって、雨水の
流出状況に変化が生じ、湛水被
害が頻発している地域において、
排水施設を整備することにより、
農用地の被害を防止するととも
に、宅地等の浸水も防止。

台風による農地の湛水状況

農村地域の湛水防止

排水機場の整備

「防災重点農業用ため池に係る
防災工事等の推進に関する特別措
置法」に基づき、防災工事等の集
中的かつ計画的な推進を図る。

整備後のため池

ため池の整備

整備前のため池

排水路の整備

地すべりの防止

地すべり対策工事の完了地すべり防止対策工法イメージ図

集水井工

アンカー工

水抜ボーリング工

承水路工

排水路工

杭打工

排水トンネル工

地すべりの発生

○豪雨災害が頻発化・激甚化し、大規模地震のリスクが高まっているため、
ため池の改修や農村地域の湛水防止対策等を加速して推進

○ 農地･農業水利施設等の災害を未然に防止するため、ため池の防災・減災対策、農村地域の湛水防止対策等を実施

（参考）1時間降水量50mm以上の降雨の年間発生回数
（回）

：期間にわたる変化傾向

年

年間の観測回数は増加傾向
（1976年から1986年と直近10年間とでは1.4倍増）

劣化状況評価等

農地防災事業
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○ 農村地域の生活を支える集落排水施設や農道等の再編・強靱化、情報通信環境の整備など、農村に人が安心して住み続
けられる条件を整備

排水機場

給水栓・落水口

分水ゲート

光ファイバー

水位・流量

パイプライン

頭首工

ため池

P

無線
基地局

公衆無線
LAN

排水路

直売所

集 落

無線
基地局

無線
基地局

無線
基地局

自動走行農機
（VRS利用）

ハウス環境計測

営農飲雑用水施設

農業集落排水施設

農道・集落道

地域資源利活用施設

集落防災安全施設

農村整備事業
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事業所組織図（標準例）
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所 長

技術専門官

技術専門官

庶 務 課

用 地 課

用 地 官

庶 務 係

経 理 係

・人事及び文書に関すること。
・公印の保管に関すること。
・職員の福利厚生及び労務並びに職員団体に関すること。
・他の所掌に属しないものに関すること。

・経費及び収入の予算、決算及び会計に関すること。
・国有財産及び物品の管理に関すること。
・職員の給与及び旅費に関すること。
・営繕に関すること。
・庁内の管理に関すること。

調査設計課

工 事 課

用 地 係

補 償 係

管 理 係

・工事に伴う土地、工作物その他の物件及び権利の買収並びに登記
に関すること。

・工事に伴う損失補償の実施に関すること。

・土地改良財産の管理及び処分に関すること。

調 査 係

設 計 係

工事第１係

工事第２係

・事業の実施に必要な調査及び調整に関すること。
・工事の実施設計及び設計資料の作成に関すること。

・工事の実施及び検査に関すること。


